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１　県内の産業団地をお探しのとき 

（県営産業団地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年４月１日現在 

   
（市町営産業団地等） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※面積は小数点以下四捨五入 

 
６　企業立地をお考えの場合

 
内　　容

企業用地について、県内に多様な産業団地を整備しています。 

企業の立地、本社機能の移転に当たっては、助成・融資制度などの支援措置があります。

 

窓　　口

県内投資促進課　TEL 082-223-5151・5050 

　　　　　　　　　https://kurukuru.hiroshima.jp/ 

 

　注) 本社機能移転・拡充に関する税の特例措置についてのお問い合わせ先 

税務課　TEL 082-513-2327　FAX 082-222-1041

 

団 地 名
所　　在 
市 町 名

完成時期
分譲用地 
面    積 

(ha)

分譲状況

 分譲済 
面　積 
(ha)

分譲中 
面  積 
(ha)

標準地分譲単価

 円／㎡ 円／坪

 

大朝工業団地 北広島町 平成 5 年 6 月 18.1 11.8 6.3 6,150 20,330

 

安浦産業団地 呉　市 平成 18 年 9 月 17.5 13.3 4.2 （安定型） 
11,600

（安定型） 
38,347

 
団 地 名

所　　在 
市 町 名

完成時期
分譲用地 
面    積 
(ha)

分譲済 
面　積 
(ha)

分譲中 
面  積 
(ha)

問い合わせ先

 
三良坂産業団地 三次市 平成６年 4.4 2.2 2.0 三次市産業振興部 

商工観光課 
商工労働・企業誘致係  
TEL 0824-62-6621 

 
東酒屋産業用地 三次市 令和４年５月 0.4 - 0.4

https://kurukuru.hiroshima.jp/
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２　設備投資等に係る支援措置を受けたいとき 

■助成制度 

（１）設備投資 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分

助
成 
対
象

対
象 
地
域

対象者の条件 助成率 限度額

 

先端・成長 
産 業 集 積 
助 成

建
物 

・ 

設
備

県
内 

全
域

○健康・医療、環境・エネルギー、航空機及び半
導体関連産業等の先端・成長分野に関する製品
の製造のための設備投資で、要綱に定めるもの 

○新規雇用常用労働者 10 人以上 
なお、「健康・医療、環境・エネルギー及び
航空機産業」分野の場合は雇用維持

【県内初立地】 
固定資産税評価額×15％ 
 
【県内既立地】 
固定資産税評価額×10％

35 億円

 

先端・成長 
研 究 開 発 
集 積 助 成

○健康・医療、環境・エネルギー、航空機及び半
導体関連産業等の先端・成長分野に関する製品
の製造のための設備投資で、要綱に定めるもの 

○研究開発または研究開発から量産に係る一連の
投資に限る 

○投資額 1000 億円以上（土地を除く。） 
○新規雇用常用労働者 100 人以上

50 億円

 

大 規 模 
産 業 集 積 
助 成

○製造業、運輸業、サービス業等のうち要綱に 
定めるもの（特例措置あり） 

○ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット化（生産性向上）に係
る生産設備等への投資または付加価値の向上が
認められるもの 

○大企業:投資額 50 億円以上（土地を除く。） 
○中小企業:投資額 10 億円以上（土地を除く。） 
○雇用要件なし（人員整理による減を除く。）

【県内初立地】 
固定資産税評価額×15％ 
 
【県内既立地】 
固定資産税評価額×５％

10 億円

 

産 業 集 積 
助 成

○製造業、運輸業、サービス業等のうち要綱に 
定めるもの（特例措置あり） 

○新規雇用常用労働者５人以上 
なお、中山間地域は雇用維持 

○ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット化（生産性向上）に係
る生産設備等への投資または付加価値の向上が
認められる投資は雇用要件なし（人員整理によ
る減を除く。）

【県内初立地】 
固定資産税評価額×10％ 
 
【県内既立地】 
固定資産税評価額×２％

１億円

 

地 域 活 力 
再 生 支 援 
助 成

○製造業、運輸業、サービス業等のうち要綱に定
めるもの（特例措置あり） 

○従業員 500 人以上の事業所の休止・閉鎖が公表
された場合に、当該事業所内に事業所を有する
企業又は当該事業所に関する受注取引額が全体
の 10%以上の企業が、県内で生産設備等へ投資
する場合 

○雇用要件なし

固定資産税評価額×15％ １億円
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（２）産業用地 

 

■融資制度 

≪県費預託融資制度≫ 

◎ 事業活動支援資金（産業支援融資）【P83 参照】 

※信用保証なしの場合は上記利率＋0.3％ 

※令和７年４月１日適用の利率であり、金融情勢により変更する場合があります。 

 
信用保証料率:広島県信用保証協会所定の保証料率（料率Ｃ適用） 

 

 

 

対象者 限　度　額 使途
融資期間 

(据置期間)

貸出利率　 

（固定金利）

 次のいずれかに該当する中小企業者 

・　組合・特定事業者等が利用できます。 

・ 公的産業団地へ新規進出する者 

・ 地域未来投資促進法に基づく「地域経済

牽引事業計画」の承認を受けて事業を行

う者 

・ 県外企業で新たに事業所を設ける者のう

ち「ひろしまユニコーン 10 プロジェク

ト」「ひろしまサンドボックス」に採択

された者、「広島県企業立地促進助成制

度」による助成金の奨励指定又は交付決

定を受けた者 

２億円 

（うち運転資金 

6,000 万円）

運転
10 年 

（３年）

（３年以内）1.1％ 

（５年以内）1.3％ 

（10 年以内）1.5％

 

設備
15 年 

（３年）

（３年以内）0.8％ 

（５年以内）1.0％ 

（10 年以内）1.2％ 

（ 10 年超 ）1.4％

 

窓　　口

【施策関係】県内投資促進課　　　　　　　　　　TEL 082-223-5151・5050 

【施策関係】中小企業支援課　戦略企画グループ　TEL 082-513-3355 

【融資関係】経営革新課　金融企画グループ　 　 TEL 082-513-3321

 

区　分

助
成
対
象

対
象
地
域

対象者の条件 助成率 限度額

 

県営産業団地

等 立地助成
土
地

県
営
産
業
団
地

○製造、販売、試験研究、サービス業等

大朝工業団地

40％ なし  
安浦産業団地

 

民間産業団地

造 成 助 成
土
地

県
内
全
域

○自ら産業団地を整備する開発事業者 
○新たな産業団地の開発であること 
○分譲面積（法面を含まない有効面積）15ha 
以上 

○市町が同種の助成をする場合

分譲用地を除
く公共施設
（道路、公園
、調整池等）
の工事整備費
に対して、市
町と県で助成

市町１:県１

５億円

 ※造成区域内
に中山間地域
を含む場合

市町１:県２
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３　本社機能の移転・新設をお考えのとき 

　　本社機能の移転・新設をされた場合、様々な優遇措置を受けることができます。 

■助成制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区　分

助成 
対象

対象 
地域

対象者の条件 助成率 限度額

 

企 業 人 材 

転 入 助 成

建

物 

・ 

設

備 

・ 

人

材

県

内 

全

域

○サービス業（情報サービス業、インターネ
ット附随サービス業）、デジタル系企業（メ
ディア、スポーツ、医療、教育を含む）、サ
ンドボックスのプロジェクトに参加したこと
がある／参加予定企業、製造業、運輸業等
（特例措置あり） 

○本社機能（本社、研修施設等で研究開発部
門を除く）を広島県内に移転した場合 

○以下の要件について、いずれかを満たすこ
と。 

・本社等に勤務する３人以上の常用労働者を
異動させ、移転先の事業所等の常用労働者数
が３人以上増加する場合。（住民票を県内に
異動し１年以上継続）。 

・常用労働者４人以上の企業の経営者層（代
表取締役など代表権を持つ者）が県外から移
住を伴う移転の場合（１人でも助成対象） 

・常用労働者４人以上の企業が中山間地域へ
の進出する場合。（１人以上の異動（県外か
ら移住）でも助成対象） 

・国内初立地の外国企業が事業所を広島県内
に新設した場合。（１人以上の異動または新
規雇用で助成対象） 

○１社１回限り

・代表取締役などの経営
者層の異動 1,000 万円<
大企業>、最大 500 万円<
中小企業。規模により
500 万円もしくは 200 万
円>（家族の移住は、１
人当たり 100 万円） 

・県外から異動となる常
用雇用者１人当たり 100
万円（家族を含む） 

・初期コストの１／２
（中山間地域は２／３）

合わせて 
１億円

 

研究開発機能 

拠点化助成

○製造業、運輸業、サービス業等のうち要綱
に定めるもの（特例措置あり） 

○研究開発部門を広島県内に新設した場合、
もしくは企業が出資し、研究開発型の子会社
（社内ベンチャー企業等）を広島県内に新設
した場合 

○常用雇用の研究開発者の異動（住民票を県
内に異動し１年以上継続）、または新規雇用
の研究開発者を合わせて３人以上とし、移転
先の事業所等の従業員数が３人以上増加する
場合。（国内初立地の外国企業の場合、１人
以上でも助成対象） 

○１社１回限り

・県外から異動となる研
究開発者または新規雇用
の研究開発者 1 人当たり
100 万円 

（県外から異動となる研
究開発者の家族を含む） 

・人材確保経費(人材紹介
手数料、外国人研究者採
用経費など)の１/２・初
期コストの１/２ 

（中山間地域は２／３）

合わせて 
１億円

 
○研究開発機能拠点化助成の対象で、企業に
とって県内初の研究開発機能拠点となり、県
内の大学（高等専門学校含む）、公設試、企
業と、共同研究を行う場合、研究開発に係る
費用（研究開発費、コンサル料、旅費等）を
助成

・研究関連費の１/２

研究関連
費 ( ３ 年
間) 
500 万円/
年
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４　オフィスの進出をお考えのとき 

■助成制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
区　分

助
成 
対
象

対象 
地域

対象者の条件 助成率 限度額

 

ひろしまオフィス

プランニング助成 

（短期プロジェ

クト参加型）

賃

料

・

通

信

回

線

使

用

料

等 

県

内 

全

域 

○対象業種：情報サービス業、インターネッ
ト附随サービス業、デジタル系企業（メデ
ィア、スポーツ、医療、教育を含む）、ひ
ろしまサンドボックスプロジェクトに参加
（予定）企業、ひろしまサンドボックスの
会員、Ｃａｍｐｓ セミナー登壇企業 

○県内に拠点を設けていない企業で、広島県
に移転を検討していること 

○県内のコワーキング、シェアオフィスに月
５日以上入居すること 

○１人でも助成対象 
○最大３ヵ月（１年のうち、任意の３ヵ月 
間） 

◎ひろしまサンドボックスのプロジェクトで

開発・実証等を行う広島県外企業には、県

内でコスト（宿泊、移動費、パソコン・プ

リンターのリースなど）も助成対象（１人

当りの宿泊費助成の上限：13,100 円/泊、

最大３ヵ月）

・オフィス賃借料・通信
回線使用料の１/２ 

・コストの１/２

合わせて 
500 万円

 

地域活力創出型 

オ フ ィ ス 誘 致 

促 進 助 成

○情報サービス業、インターネット附随サー

ビス業、コールセンター業 
（特例措置あり） 

○市町が同種の助成をする場合 
○新規雇用常用労働者３人以上

オフィス賃借料× 
市町と同率・同期間

市町と 
同額

 
通信回線使用料× 
市町と同率・同期間

市町と 
同額
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５　事業所の設置・整備に伴い、地域の求職者を雇い入れたとき 

◎地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース） 

 

内　　容
特定地域において事業所の設置・整備あるいは創業に伴い、当該地域の求職者等を雇い入

れた事業主に対して国が助成金を支給します。

 

対象地域

・大竹・廿日市地域　　（大竹市・廿日市市）※ 

・安芸太田・北広島地域（安芸太田町・北広島町）※ 

・府中・神石高原地域　（府中市・神石高原町）

 
対　　象 

事 業 主

対象地域で事業所を設置・整備を行い、対象労働者を３人（創業の場合は２人）以上雇い入れ

た事業主

 

助 成 額

事業所の設置費用と増加した対象労働者数に応じて、50～800 万円／回 

・中小企業事業主の場合や創業の場合は、１回目の支給に対して増額措置もあります。 

・大規模雇用開発（設置費用 50 億円、増加労働者数 100 人以上）を行う事業主の場合は、 

　対象労働者数に応じ、毎回の支給額が１億円～２億円となります。

 
回　　数 １年ごとに最大３回

 

窓　　口

 

広島労働局職業安定部職業対策課　TEL 082-502-7832 

対象地域の管轄公共職業安定所（ハローワーク） 

　廿日市市：　　　　　　　廿日市公共職業安定所　TEL 0829-32-8609 

　大竹市：　　　　　　　　廿日市公共職業安定所大竹出張所　TEL 0827-52-8609 

　府中市、神石高原町：　　府中公共職業安定所　TEL 0847-43-8609　 

　安芸太田町、北広島町：　可部公共職業安定所　TEL 082-815-8609　 

（厚生労働省ホームページ） 

　　https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/

　　chiiki_koyou.html

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/chiiki_koyou.html

